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１ 全国安全週間の概要

(1)全国安全週間の役割

「人命尊重」という基本理念の下、「産業界での自主的

な労働災害防止活動を推進し、広く一般の安全意識の高揚

と安全活動の定着を図ること」を目的に実施するもの

(2)趣旨のポイント（全国の労働災害状況）

① 令和２年の死亡災害は３年連続で過去最少（見込み）

② 死傷者数は

・働く高齢者の増加

・転倒災害や「動作の反動・無理な動作」による

災害の増加

・新型コロナウイルス感染による労働災害

により、平成14年以降で最多となりました
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(3)スローガン

(4)期間
全国安全週間：７月１日から７月７日まで
準 備 期 間：６月１日から６月30日まで

(5)実施者
各事業場さん

(6)実施事項の実施に際して
実施にあたっては、マスク着用、手指消毒、い

いわゆる「３つの密」を避けるようにする等基本
的な感染防止対策や「業種ごとの感染拡大予防ガ
イドライン」に従った上で実施してください



(1)全国安全週間及び準備期間中に実施する事項

① 安全大会等での経営トップによる安全への所信

表明を通じた関係者の意思の統一及び安全意識の

高揚

② 安全パトロールによる職場の総点検の実施

③ 安全旗の掲揚、標語の掲示、講演会等の開催、安全

関係資料の配布等の他、ホームページ等を通じた自社

の安全活動等の社会への発信

④ 労働者の家族への職場の安全に関する文書の送付、

職場見学等の実施による家族の協力の呼びかけ

⑤ 緊急時の措置に係る必要な訓練の実施

⑥ 「安全の日」の設定のほか全国安全週間及び準

備期間にふさわしい行事の実施

２ 実施事項



① 安全大会等での経営トップによる安全への所信表明
を通じた関係者の意思の統一及び安全意識の高揚

事業場トップの安全衛生に対する姿勢を明確にし、
安全衛生方針という形で表明することが重要です

令和３年度 ●●会社 安全衛生方針（例）
スローガン

健康と安全チェックが作業の基本 しっかり守って災害ゼロ職場

基本方針

作業の安全がすべてに優先する

快適な作業環境と、労働者の健康を確保する

年度方針

重大災害の撲滅及び災害防止対策の徹底

安全管理体制の強化

メンタルヘルスケアの推進

リスクアセスメントの実施及び定着

年度目標

労働災害ゼロを目標とする。

●●会社 代表取締役 ●●

大分労働局「経営トップの安全衛生に関する所信表明」のページを参考に作成



② 安全パトロールによる職場の総点検の実施
問題が明らかになり指摘を受けたものについては、早

急に改善を実施すると効果的です

⑥ 「安全の日」の設定のほか全国安全週間及び準備期間
にふさわしい行事の実施
国民安全の日（7月1日）
産業災害、交通事故、火災等に対する国民の意識

の高揚等の国民運動展開のため創設

このほか独自に設定している「安全の日」の例
滋賀労働局⇒11月15日（滋賀県産業安全の日）
東京都港区⇒６月３日（エレベータ扉に高校生が挟まれ

亡くなった事故を契機として）

安全（準備）週間内の設定に限らず、今年度の安全の日にどう
いった取り組みを行うかを検討することも効果的です



(2)継続的に実施する事項

① 安全衛生活動の推進

ア 安全衛生管理体制の確立

(ｱ) 年間を通じた安全衛生計画の策定、安全

衛生規程及び安全作業マニュアルの整備

(ｲ) 経営トップによる統括管理、安全管理者

等の選任

(ｳ) 安全衛生委員会の設置及び労働者の参

画を通じた活動の活性化

(エ) 労働安全衛生マネジメントシステムの導入等

によるＰＤＣＡサイクルの確立



(ｱ) 年間を通じた安全衛生計画の策定、安全衛生規程

及び安全作業マニュアルの整備

ⅰ 年間を通じた安全衛生計画の策定

年度当初に事業場の実態にあった年間計画を

策定することが効果的です

ⅱ 安全衛生規程の整備

整備することで、担当者の職務が明確になります

ⅲ 安全作業マニュアルの作成

まずは、リスクが高いと思われる作業から始め、次に、

非定常作業に係る作業マニュアルを計画的に順次作成

していくことをおすすめします



主に製造業において、機械の掃除、異物
の除去、機械の調整などで、機械を停止せ
ずに作業を行ったことにより、被災してしまった
事例が後を絶たない。

労働安全衛生規則第107条第1項(抜粋）
機械の掃除、給油、検査、修理または調整の作業を
行う場合において、労働者に危険を及ぼすおそれのあ
るときは、機械の運転を停止しなければならない。



(ｲ) 経営トップによる統括管理、安全管理者等の選任

出典：独立行政法人労働者健康安全機構 神奈川産業保健総合支援センター『事業場における安全衛生
管理体制のあらまし』



代表的な安全衛生管理体制は、以下のとおり

出典：独立行政法人労働者健康安全機構 神奈川産業保健総合支援センター『事業場における安全衛生
管理体制のあらまし』



• 安全管理者（労働安全衛生法11条）
選任が必要な事業場は、以下のとおり

林業、鉱業、建設業、運送業、清掃業、製造業

（物の加工業を含む）、電気業、ガス業、熱供

給業、水道業、通信業、各種商品卸売業、家

具・建具・じゅう器等卸売業、各種商品小売業、

家具・建具・じゅう器小売業、燃料小売業、旅

館業、ゴルフ場業、自動車整備業、機械修理業

50人以上

資格要件は下表の年数以上産業安全の実務に従事した経験を
有し、かつ「安全管理者選任時研修」を修了した者

理科系統 2年 4年 7年

理科系統以外 4年 6年 7年



安全管理者の職務は、以下のとおり

(１)主な職務

① 建設物、設備、作業場所または作業方法の危険防止措置
② 安全装置、保護具の点検及び整備
③ 作業の安全についての教育及び訓練
④ 発生した災害原因の調査及び対策の検討
⑤ 消防及び避難の訓練
⑥ 作業主任者の監督
⑦ 安全に関する資料の作成
など

(2)巡視
安全管理者は作業場等を巡視し、設備、作業方法等に危険の

おそれがあるときは、直ちに、その危険を防止するための措置
を講じる必要があります



衛生管理者（労働安全衛生法12条）
常時使用する労働者が 50人以上のすべての

事業場で選任することとなっています
事業場の業種に応じて選任しなければならない資格者

等は、以下のとおり

農林畜水産業、鉱業、建
設業、製造業（物の加工
業を含む）、電気業、ガ
ス業、水道業、熱供給業、
運送業、自動車整備業、
機械修理業、医療業、清
掃業

免許も
しくは衛生工学衛生管理
者免許を有する者または
医師、歯科医師、労働衛
生コンサルタントなど

その他の業種 上記に加えて、
免許を有する者



衛生管理者の職務は、以下のとおり
(1)主な職務
① 健康に異常のある者の発見及び処置

② 作業環境の衛生上の調査

③ 作業条件、施設等の衛生上の改善

④ 労働衛生保護具、救急用具等の点検

⑤ 衛生教育に必要な事項

⑥ 労働者の負傷に関する統計の作成

⑦ 衛生日誌の記載

など

(2)巡視

少なくとも毎週1回作業場等を巡視し、有害の

おそれがあるときは、労働者の健康障害を防止

するための措置を講じる必要があります



• 産業医（労働安全衛生法13条）
常時使用する労働者が 50人以上のすべての事業場

で選任することとなっています

産業医の選任要件は医師であって、次のいずれかの要件

を備えたもの

 厚生労働大臣の定める研修（日本医師会の産業医学基礎研修、

産業医科大学の産業医学基本講座）の修了者

 労働衛生コンサルタント試験に合格した者で、その試験区分が

保健衛生である者

 大学において労働衛生に関する科目を担当する教授、准教授ま

たは常勤講師の経験のある者



産業医の職務は、以下のとおり

(1)主な職務

① 健康診断、面接指導及びストレスチェックの実施

② 作業環境の管理

③ 作業の管理

④ 労働者の健康管理

⑤ 衛生教育

⑥ 労働者の健康障害の原因の調査及び再発防止の措置

など

(2)勧告等

労働者の健康を確保するため必要があると認めるとき

は、事業者に対し、労働者の健康管理等について勧告で

きます

(3)定期巡視

少なくとも毎月1回作業場を巡視し、作業方法または衛

生状態に有害のおそれがあるときに、労働者の健康障害

を防止するための措置を講じる必要があります



• 安全衛生推進者等（労働安全衛生法12条の２）
常時使用する労働者が10人以上 50人未満の事業場で、以下の

業種でそれぞれ選任が必要です

安全衛生推進者 林業、鉱業、建設業、運送業、清掃業、製造

業（物の加工業を含む）、電気業、ガス業、

熱供給業、水道業、通信業、各種商品卸売業、

家具・建具・じゅう器等卸売業、各種商品小

売業、家具・建具・じゅう器小売業、燃料小

売業、旅館業、ゴルフ場業、自動車整備業、

機械修理業

衛生推進者 上記以外の業種



安全衛生推進者等の選任要件は、以下の
とおり

安全衛生推進者養成講習の修了者

衛生推進者養成講習の修了者

大学又は高専卒業後に1年以上安全衛生の実務従

事者

高等学校又は中等教育学校卒業後に３年以上安

全衛生の実務従事者

５年以上（安全）衛生の実務従事者

安全管理者及び衛生管理者・労働安全コンサル

タント・労働衛生コンサルタントの資格を有す

る者



安全衛生推進者等の職務は、以下のとおり
（衛生推進者は衛生に係る業務に限る）

(1)主な職務

① 施設及び設備の点検

② 作業環境の点検及び作業方法の点検

③ 健康の保持増進のための措置

④ 安全衛生教育

⑤ 異常な事態における応急措置

⑥ 労働災害の原因の調査及び再発防止対策

⑦ 安全衛生に係る各種報告、届出

など

(2)氏名の周知

安全衛生推進者等を選任した時は、当該安全衛生

推進者等の氏名を事業場の見やすい箇所に掲示して

周知してください



(ｳ) 安全衛生委員会の設置及び労働者の参画を
通じた活動の活性化
一定の規模の事業場では、安全衛生委員会などを

設置することとしています

安全委員会
（労働安全衛生
法第17条）

林業、鉱業、建設業、製造業の一部の業種

（木材・木製品製造業、化学工業、鉄鋼業、

金属製品製造業、輸送用機械器具製造業）、

運送業の一部の業種（道路貨物運送業、港

湾運送業）、自動車整備業、機械修理業、

清掃業

50人以上

製造業のうち上記以外の業種、運送業のう

ち上記以外の業種、電気業、ガス業、熱供

給業、水道業、通信業、各種商品卸売業・

小売業、家具・建具・じゅう器等卸売業・

小売業、燃料小売業、旅館業、ゴルフ場業

100人以上

衛生委員会
（同条第18条）

全ての業種 50人以上

審議すべき事項は「安全の指標」Ｐ57を参照してください



イ 安全衛生教育計画の樹立と効果的な安全衛生

教育の実施等

(ｱ) 経営トップから第一線の現場労働者までの

階層別の安全衛生教育の実施、特に、雇入れ時

教育の徹底及び未熟練労働者に対する教育の実

施

(ｲ) 就業制限業務、作業主任者を選任すべき業務

での有資格者の充足

(ｳ) 災害事例、安全作業マニュアルを活用した教

育内容の充実

(ｴ) 労働者の安全作業マニュアルの遵守状況の確

認



(ｲ) 就業制限業務、作業主任者を選任すべき業務で

の有資格者の充足

ⅰ 就業制限（労働安全衛生法第61条）

特定の危険業務については、都道府県労働局長

の免許を受けた者や技能講習の修了者などの資格

を有する者でなければ、その業務につけてはいけ

ません

免許については、指定試験機関が行う免許試験

に合格すること等により取得できます

また、技能講習については、都道府県労働局長

が登録を行った登録教習機関が教習を実施しています



ⅱ 特別教育（労働安全衛生法第59条第3項）

厚生労働省令で定める危険又は有害な業務に

労働者をつかせるとき、その業務に関する安全

又は衛生のための特別の教育を行わなければい

けません

特別教育を行う方法は、企業内で行うほか、

企業外で行う方法があります



適用範囲 免
許

技能
講習

特別
教育

つり上げ荷重５トン以上（床上操作式） ○

つり上げ荷重５トン未満 ○

つり上げ荷重5トン以上 ○

つり上げ荷重1トン以上5トン未満 ○

つり上げ荷重1トン未満 ○

最大荷重1トン以上 ○

最大荷重1トン未満 ○

つり上げ荷重1トン以上 ○

つり上げ荷重1トン未満 ○

研削砥石の取り替え、又は取り替え時の試
運転

○

動力プレスの金型、シヤーの刃部又はプレス
機械若しくはシヤーの安全装置若しくは安全
囲いの取付け、取外し又は調整の業務

○

代表的な就業制限・特別教育（安全）

その他の就業制限・特別教育は「安全の指標」
Ｐ246～248及び254～258を参照してください



Ⅲ 作業主任者（労働安全衛生法第14条）

労働災害を防止するための管理を必要とする一定の作業に

ついて、作業の区分に応じて選任が義務付けられています

動力により駆動されるプレス機械を５台以上有する事業場

において行なう当該機械による作業

木材加工用機械を５台以上有する事業場において行なう当

該機械による作業

次に掲げる設備による物の加熱乾燥の作業（抜粋）

①乾燥設備熱源を用いて火薬類取締法のうち、危険物等に係る

設備で、内容積が１立方メートル以上のもの

②乾燥設備のうち、①の危険物等以外の物に係る設備で、熱源

として燃料を使用するもの又は熱源として電力を使用するもの

代表的な作業主任者（安全） 以下の必要資格は技能講習

その他の作業主任者は「安全の指標」Ｐ250～254を
参照してください



ウ 自主的な安全衛生活動の促進
(ｱ) 発生した労働災害の分析及び再発防止対策

の徹底
(ｲ) 職場巡視、４Ｓ活動（整理、整頓、清掃、

清潔）、ＫＹ（危険予知）活動、ヒヤリ・
ハット等の日常的な安全活動の充実・活性化

エ リスクアセスメントの実施
(ｱ) リスクアセスメントによる機械設備等の安全

化、作業方法の改善
(ｲ) ＳＤＳ（安全データシート）等により把握した危険

有害性情報に基づく化学物質のリスクアセスメント及
びその結果に基づく措置の推進（「ラベルでアクショ
ン」の取組の推進）



参考：三田村憲明（2019）『労働災害分類の手引き―統計処理のため
の原因要素分析―』中央労働災害防止協会

(ｱ) 発生した労働災害の分析及び再発防止対策の徹底
現象面で捉えると人と物の要素による場合が多いです

事 故 の 型

起因物 加害物
現象
（災害）

人

接 触

不安全な
状態

安全管理
上の欠陥

不安全な行動

労働災害は、物の不安全な状態と人の不安全な行動が重な
ることで発生する



不安全な状態になぜなっていたのか？
不安全な行動をなぜしたのか？

この両者の組合せがなぜ起こったのか？
なぜ労働災害が発生したのか？

なぜ災害発生前に対策が行われなかったのか？
核心

不安全な状態
⇒事故を起こしそうな状態、または事故の原因を作り出している状態

不安全な行動
⇒被災者本人または関係者の安全を阻害する可能性のある行動



(ｲ) 職場巡視、４Ｓ活動（整理、整頓、清掃、清
潔）、ＫＹ（危険予知）活動、ヒヤリ・ハット
等の日常的な安全活動の充実・活性化

「安全の指標」のＰ98～100を参照してください



(ｱ) リスクアセスメントによる機械設備等の安全
化、作業方法の改善

リスクアセスメントとは、事業者が自主的に

個々の事業場の建設物、設備、原材料、有害物

質等による又は作業行動その他業務に起因する

危険性又は有害性等の調査を行うことです

リスクの見積もりの手法は様々ですが、「安

全の指標」のP66～77にかけて、見積もりの手

法が示されているため、導入時の参考にしてく

ださい



オ その他の取組

(ｱ) 安全に係る知識や労働災害防止のノウハウ

の着実な継承

(ｲ) 外部の専門機関、労働安全コンサルタント

を活用した安全衛生水準の充実

(ｳ) 「テレワークの適切な導入及び実施の推進

のためのガイドライン」に基づく、安全衛

生に配慮したテレワークの実施



(ｳ) 「テレワークの適切な導入及び実施の推進の
ためのガイドライン」に基づく、安全衛生に配
慮したテレワークの実施

①

②

③

①在宅勤務

自宅を就業場所とする働き方

②サテライトオフィス勤務

所属オフィス以外のワーキングス
ペース等を設ける働き方

場所を選ばない働き方

③モバイルワーク

「テレワークの適切な導入及び実施の推進のためのガイドライン」において、

• テレワークを行う労働者の安全衛生を確保するためのチェックリスト（事業者用）

• 自宅等においてテレワークを行う際の作業環境を確認するためのチェックリスト

（労働者用）

の２種類のチェックリストを活用し、安全衛生に配慮したテレワークの実施に取り組

んでください





③ 業種横断的な労働災害防止対策
★職場における新型コロナウイルス感染症対策
実施のため～取組の５つのポイント～を確認
しましょう！
ア 高年齢労働者、外国人労働者等に対する労
働災害防止対策

(ｱ) 「高年齢労働者の安全と健康確保のための
ガイドライン」に基づく措置の実施

(ｲ) 母国語教材や視聴覚教材の活用等、外国人労働

者に理解できる方法による安全衛生教育の実施

(ｳ) 派遣労働者、関係請負人を含めた安全管理の徹

底や安全活動の活性化

(ｴ) 派遣労働者における派遣元・派遣先責任者間の

連絡調整の実施



★職場における新型コロナウイルス感染症対策実施のた
め～取組の５つのポイント～を確認しましょう！

まず、「～取組の５つのポイント～」が実施できてい

るか確認しましょう

未実施の事項がある場合「職場における感染防止対策

の実践例」を参考に対応を検討してください

「職場における新型コロナウイルス感染症の拡大を防

止するためのチェックリスト」を用いて、実態に即し

た、実行可能な対策を検討してください



急速に進む高齢社会に伴い、労働人口に占める高年齢労
働者の割合も合わせて増加しています。

当署管内における死傷者数においても、高年齢労働者の割合が
高くなっています。

(ｱ) 「高年齢労働者の安全と健康確保のための
ガイドライン」に基づく措置の実施

2.7%

15.0% 12.4% 19.6% 22.2% 28.1%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

須賀川労働基準監督署の年齢階級別死傷者数（令和２年確定値）

10代 20代 30代 40代 50代 60代以上



改善前 改善後

改善前 改善後

機械の投入口に材料を投
入する際、人力で持ち上げ
て投入する作業の連続で、
腰への負担が大きかった。
電動リフターを導入し、

作業を半自動化した。

部品の仕上げ作業が前屈みで
あることや床に置かれた部品の
取り出しにより、腰に負担がか
かっていた。
机の高さの調整及び専用台車

の導入を行った。

出典：厚生労働省『高年齢労働者に配慮した職場改善事例（製造業）』



イ 転倒災害防止対策（ＳＴＯＰ！転倒災害

プロジェクト）

(ｱ) 作業通路における段差や凹凸、突起物、

継ぎ目等の解消

(ｲ) 照度の確保、手すりや滑り止めの設置

(ｳ) 危険箇所の表示等の危険の「見える化」

の推進

(ｴ) 転倒災害防止のため安全衛生教育時にお

ける視聴覚教材の活用



転倒災害の３つの典型的なパターン

１つめは「滑り」です
床の素材が滑りやすいものであったり、床に水や油

などが残ったままの状態であったりすると、滑って転
倒しやすくなります



２つめは「つまずき」です
に凹凸や段差があり、つまずいて転倒したという

例が多くあります
また、放置されていた荷物や商品などにつまずい

たというケースがあります

３つめは「踏み外し」です
大きな荷物を抱えて階段を下りるときなど、

足元が見えづらいときに足を踏み外し、転倒す
ることがあります



【ＰＯＩＮＴ！】

① 靴の屈曲性

② 靴の重量

③ 靴の重量バランス

④ つま先部の高さ

⑤ 靴底と床の耐滑性のバランス

作業に適した靴を着用
することは重要です

①

③

※先芯が樹脂製
のものをおす
すめします。

④



さらに、靴を定期的に点検することも重要です

例えば、靴底がすり減ることで耐滑性は損なわ
れ、滑りやすくなります



そのほかにも、職場の危険マップを作成し、危険情
報を共有すること転倒の危険性がある場所にステッ
カーを掲示し、注意喚起することも重要です

ステッカーは↓からダウンロードすることができます。
http://anzeninfo.mhlw.go.jp/information/tentou1501.html

STOP！ 転倒
検
索



③ 業種横断的な労働災害防止対策
ウ 交通労働災害防止対策

(ｱ) 適正な労働時間管理、走行計画の

作成等の走行管理の実施
(ｲ) 飲酒による運転への影響や睡眠時

間の確保等に関する安全衛生教育の

実施

(ｳ) 災害事例、交通安全情報マップ等

を活用した交通安全意識の啓発

(ｴ) 飲酒、疲労、疾病、睡眠、体調不

良の有無等を確認する乗務開始前の

点呼の実施



疲労等による交通労働災害を防止するため、適切な労働時間管理

及び走行管理を行うことが求められます！

また、異常な気象、天災等の場合、必要に応じて走行の中止など

適切な指示を行うようにしてください

ウ 交通労働災害防止対策
(ｱ) 適正な労働時間管理、走行計画の作成等の

走行管理の実施

新聞販売 ５８ 新聞配達のためバイクで走行中、交差点

で右側から走行してきた軽乗用車と衝突し

た

土木建設 ７１ 降雪の中、運転していた自動車が道路

を逸脱して、沢にトラックごと転落した

令和２年に須賀川労働基準監督署管内で発生した交通事故による死亡災害



エ 熱中症予防対策（ＳＴＯＰ！熱中症 クールワ
ークキャンペーン）

(ｱ) ＷＢＧＴ値（暑さ指数）の把握とその結果に基づ
く適正な作業環境管理、休憩時間の確保を含む作業
管理の実施

(ｲ) 計画的な熱への順化期間（熱に慣れ、その環境に
適応する期間）の設定

(ｳ) 自覚症状の有無にかかわらない水分・塩分の積極
的摂取

(ｴ) 熱中症の発症に影響を与えるおそれのある疾患
（糖尿病等）を有する者に対する配慮、日常の健康
管理や健康状態の確認

(ｵ) 熱中症予防に関する教育の実施
(ｶ) 異常時の速やかな病院への搬送や救急隊の要請
(ｷ) 熱中症予防管理者の選任と職場巡視等



(ｱ) ＷＢＧＴ値（暑さ指数）の把握とその結果
に基づく適正な作業環境管理、休憩時間の確
保を含む作業管理の実施

ＷＢＧＴ値（暑さ指数）とは気温、湿度、輻射熱（地
面やビルからの照り返しなど）の３要素を取り入れ、
「蒸し暑さ」を１つの単位で総合的に表したもの

ＷＢＧＴ値に応じて、冷房の活用や身体作業強度の低
い作業への変更、基準値の低いＷＢＧＴ値の作業場所へ
の変更など熱中症予防対策を状況に応じて実施するよう
努めてください



熱中症予防対策を講じる上でまず必要なことは、
ＷＢＧＴ値（暑さ指数）を把握することです

◎ＷＢＧＴ指数計による計測

◎環境省熱中症予防情報サイトの活用
リーフレット「令和２年に須賀川労働基準監督署

管内の事業場で発生した熱中症による労働災害
（休業1日以上）」を参照してください



② 業種の特性に応じた労働災害防止対策

ア 小売業、社会福祉施設、飲食店等の第三

次産業における労働災害防止対策

(ｱ) 全社的な労働災害の発生状況の把握、分析

(ｲ) 経営トップの意向を踏まえた安全衛生方針

の作成、周知

(ｳ) 危険の「見える化」等の安全活動の活性化

(ｴ) 安全衛生担当者の配置、安全衛生教育の実

施、安全意識の啓発



(ｳ) 危険の「見える化」等の安全活動の活性化

手法１
危険な作業や危険な状態を「見える化」したモデ

ルのひな形を作成して周知する

出典：職場のあんぜんサイト
『ＳＴＯＰ！転倒災害プロジェクト』



手法２
写真やイラストを活用して、作業手順と安全衛

生が一体となった「危険の見える化」した作業手
順マニュアルを作成する

手法３
代表的な危険箇所の災害防止に係る動画を作成

（動画による見える化）する

手法４
ハザードマップ作成による

見える化を図る

「安全の指標」Ｐ131～133を参照し、法人の本部
及び施設の実施事項の実施に努めてください



イ 陸上貨物運送事業における労働災害防止対策

(ｱ) 荷台等からの墜落・転落防止対策、保護帽

の着用の実施

(ｲ) 積みおろしに配慮した積み付け等による荷

崩れ防止対策の実施

(ｳ) 歩行者立入禁止エリアの設定等によるフォ

ークリフト使用時の労働災害防止対策の実施

(ｴ) トラックの逸走防止措置の実施

(ｵ) トラック後退時の後方確認、立ち入り制限

の実施



(ｱ) 荷台等からの墜落・転落防止対策、保護帽
の着用の実施

飛び降り等を防止するため、
昇降設備として立ち馬を導入
する導入した。

トラックの荷台上に、墜落制止
用器具のフックを掛けるための
親綱及びその支柱を設置する

トラック運転台の昇降時に、
両手・両足のうち３点により
身体を支持する三点支持の確
保を徹底する

墜落・転落による危険を防止又は軽減
するために、飛来・落下物用でなく墜
落時保護用の保護帽を着用する

出典：亀戸労働基準監督署
「陸上貨物運送事業における労働災害防止対策好事例集」



(ｳ) 歩行者立入禁止エリアの設定等によるフォーク
リフト使用時の労働災害防止対策の実施

運行経路や作業方法を含む作業計画を作成する（労働安全
衛生規則第151条の３）
⇒「安全の指標」Ｐ271～272を参照してください

フォークリフトとの接触災害等を防止する
ために、立ち入り禁止の区画を設ける

その他フォークリフト使用時の留意事項
作業開始前点検（労働安全衛生規則第151条の25）

月次点検（同規則第151条の22）

年次点検（同規則第151条の21）

荷役作業場所での制限速度の決定・速度の順守（同規則151条の５）

人の昇降など用途外使用の禁止（同規則第151条の14） など

⇒「安全の指標」Ｐ286～287を参照してください



エ 製造業における労働災害防止対策

(ｱ) 機械の危険部分への覆いの設置等による

はさまれ・巻き込まれ等防止対策の実施

(ｲ) 機能安全を活用した機械設備安全対策の

推進

(ｳ) 作業停止権限等の十分な権限を安全担当

者に付与する等の安全管理の実施

(ｴ) 高経年施設・設備の計画的な更新、優先

順位を付けた点検・補修等の実施

(ｵ) 製造業安全対策官民協議会で開発された、

多くの事業場で適応できる「リスクアセス

メントの共通化手法」の活用等による、自

主的なリスクアセスメントの実施



(ｱ) 機械の危険部分への覆いの設置等による

はさまれ・巻き込まれ等防止対策の実施

出典：働くナビ『労働災害対策（5）挟まれ・巻き込まれ防止策』



労働安全衛生規則第101条第１項
事業者は、機械の原動機、回転軸、歯車、プーリー、

ベルト等の労働者に危険を及ぼすおそれのある部分には、
覆(おお)い、囲い、スリーブ、踏切橋等を設けなければ
ならない

定常（通常）作業時に必要な措置

原動機、回転軸等による危険の防止

掃除等の場合の運転停止等

同規則第107条第1項
機械の掃除、給油、検査、修理又は調整の作業を行う

場合において、労働者に危険を及ぼすおそれのあるとき
は、機械の運転を停止しなければならない

非定常作業時に必要な措置



説明は以上となります

• 新型コロナウイルスが猛威を振るう状況にか

かわらず、お越しいただきましてありがとう

ございました

• 今回の説明は安全週間の実施事項の一部です

• 説明できなかった項目は「安全の指標」を参

考にしてください



最後に、監督署からお願いがあります

冒頭に御説明しました、事業場の安全
衛生方針を作成して、監督署に御提出い
ただきたいと思います

後日須賀川労働基準協会さんのＨＰに
このスライド、添付資料とともに安全衛
生方針のフォーマットを掲載してもらい
ます

提出は全国安全週間が始まる前の

までとさせていただきます



事業場として既に作成されているもの
があれば、そちらを提出していただいて
も構いません

特段、労働局や労働基準協会さんのＨ
Ｐへの掲載は行いません
必ず提出いただくものではありません

今年度の全国安全週間と準備期間が事業
場の皆様にとってより良いものになればと
願っております
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